
議案第５３号 

八幡浜市印鑑条例の一部を改正する条例の制定について 

標記条例を次のように制定する。 

令和元年９月１０日提出 

八幡浜市長 大 城 一 郎 

 

記 

八幡浜市印鑑条例の一部を改正する条例 

八幡浜市印鑑条例（平成１９年条例第３９号）の一部を次のように改正する。 

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で

示すように改正する。ただし、改正前の欄に掲げる規定で改正後の欄にこれに対

応するものを掲げていないものは、これを削り、改正後の欄に掲げる規定で改正

前の欄にこれに対応するものを掲げていないものは、これを加えるものとする。 

改正後 改正前 

  

（印鑑の登録資格） （印鑑の登録資格） 

第２条 印鑑の登録を受けることができる者は、

住民基本台帳法（昭和４２年法律第８１号。以下

「法」という。）に基づき、本市が備える住民基

本台帳に記録されている者とする。ただし、１５

歳未満の者及び成年被後見人については、この限

りでない。 

第２条 印鑑の登録を受けることができる者は、

住民基本台帳法（昭和４２年法律第８１号。以下

「法」という。）に基づき、本市の   住民基

本台帳に記録されている者とする。ただし、１５

歳未満の者及び成年被後見人については、この限

りでない。 

２ （略） ２ （略） 

  

（印鑑の登録制限） （印鑑登録申請の不受理） 

第５条 次の各号のいずれかに該当する印鑑は、

登録を受けることができない。 

第５条 次の各号のいずれかに該当する印鑑の登

録申請は、受理しない。 

(1) 住民基本台帳に記録されている氏名、氏、

名、旧氏（住民基本台帳法施行令（昭和４２年

政令第２９２号。以下「令」という。）第３０

条の１３に規定する旧氏をいう。以下同じ。）

若しくは通称（令第３０条の１６第１項   

                   に

規定する通称をいう。以下同じ。）又は氏名、

旧氏若しくは通称の一部を組み合わせたもの

で表していないもの 

(1) 住民基本台帳に記録されている氏名、氏、

名                   

                    

                    

若しくは通称（住民基本台帳法施行令（昭和４

２年政令第２９２号）第３０条の２６第１項に

規定する通称をいう。以下同じ。）又は氏名 

  若しくは通称の一部を組み合わせたもの

で表していないもの 

(2) 職業、資格その他氏名、旧氏又は通称以外

の事項を表しているもの 

(2) 職業、資格その他氏名   又は通称以外

の事項を表しているもの 

(3)～(8) （略） (3)～(8) （略） 

２ （略） ２ （略） 

（印鑑登録原票） （印鑑登録原票） 

第６条 市長は、印鑑登録原票を備え、印鑑の登 第６条 市長は、印鑑登録原票を備え、印鑑の登
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録の申請について審査したうえ、印影のほか当該

登録申請者に係る次に掲げる事項を登録する。 

録の申請について審査したうえ、印影のほか当該

登録申請者に係る次に掲げる事項を登録する。 

(1)・(2) （略） (1)・(2) （略） 

(3) 氏名（氏に変更があった者に係る住民票に

旧氏の記載（法第６条第３項の規定により磁気

ディスク（これに準ずる方法により一定の事項

を確実に記録しておくことができる物を含む。

以下同じ。）をもって調製する住民票にあって

は、記録。以下同じ。）がされている場合にあ

っては氏名及び当該旧氏、外国人住民に係る住

民票に通称の記載がされている場合にあって

は氏名及び当該通称） 

(3) 氏名（                

                    

                    

                    

                    

                    

           外国人住民に係る住

民票に通称が記録 されている場合にあって

は、氏名及び通称 ） 

(4)～(7) （略） (4)～(7) （略） 

２ （略） ２ （略） 

３ 第１項各号に掲げる事項を登録した印鑑登録

原票については、磁気ディスク        

                     

              をもって調製す

ることができる。 

３ 第１項各号に掲げる事項を登録した印鑑登録

原票については、磁気テープ（これに準ずる方法

により、一定の事項を確実に記録しておくことが

できるものを含む。以下同じ。）をもって調製す

ることができる。 

  

（印鑑登録証の亡失） （印鑑登録証の亡失） 

第９条 （略） 第９条 （略） 

２ 第３条ただし書の規定は、前項の届出につい

て準用する。 

２ 第３条ただし書の規定は、前項の申請につい

て準用する。 

  

（登録事項の変更） （登録事項の修正） 

第１１条 市長は、住民基本台帳その他法令に基

づく届出等により、印鑑登録原票の登録事項（印

影を除く。）に変更があることを知った場合は、

職権で、当該登録事項を変更するものとする。 

第１１条 登録者又はその代理人は、印鑑登録原

票の登録事項（印影を除く。）について変更しよ

うとする場合には、印鑑登録原票登録事項変更届

書に印鑑登録証を添えて、市長に届け出なければ

ならない。 

 ２ 市長は、前項の届出があった場合は審査のう

え、又は登録事項に変更があることを知った場合

は職権で、当該変更があった事項について印鑑登

録原票を修正するものとする。 

（印鑑登録の抹消） （印鑑登録の抹消） 

第１２条 市長は、登録者について次の各号のい

ずれかに該当するときは、当該印鑑の登録を抹消

するものとする。 

第１２条 市長は、登録者について次の各号のい

ずれかに該当するときは、当該印鑑の登録を抹消

するものとする。 

(1)～(3) （略） (1)～(3) （略） 

(4) 氏名、氏（氏に変更があった者にあっては、

住民票に記載がされている旧氏を含む。）又は

名（外国人住民にあっては、通称又は氏名の片

仮名表記を含む。）の変更により、登録を受け

ている印鑑が第５条第１項第１号の規定に該

当し、又は同項第２号の規定に該当しないこと

となったとき。 

(4) 氏名、氏               

                  又は

名（外国人住民にあっては、通称又は氏名の片

仮名表記を含む。）の変更により、登録を受け

ている印鑑が第５条第１項第１号   に該

当することとなったとき。 

(5)・(6) （略） (5)・(6) （略） 

２ 市長は、前項第４号及び第６号の規定に掲げ

る理由により印鑑の登録を職権で抹消したとき

は、その印鑑の登録を抹消された者にその旨を通

知するものとする。ただし     、通知を受

２ 市長は、前項第４号から第６号までに  掲げ

る理由により印鑑の登録を職権で抹消したとき

は、その印鑑の登録を抹消された者にその旨を通

知するものとする。この場合において、通知を受
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けるべき者の住所若しくは居所が明らかでない

とき又はその他通知をすることが困難であると

認めるときは、その通知に代えて、その旨を規則

で定めるところにより告示することができる。 

けるべき者の住所及び  居所が明らかでない

とき又はその他通知をすることが困難であると

認めるときは、その通知に代えて、その旨を規則

で定めるところにより告示することができる。 

（印鑑登録証明書） （印鑑登録証明書） 

第１３条 印鑑登録証明書は、印鑑登録原票に登

録されている印影の写し（印鑑登録原票に登録さ

れている印影を光学画像読取装置により読み取

って磁気ディスクに記録したものに係るプリン

ターから打ち出したものを含む。以下同じ。）に

ついて市長が証明するものとし、あわせて次に掲

げる事項を記載して作成する。 

第１３条 印鑑登録証明書は、印鑑登録原票に登

録されている印影の写し（印鑑登録原票に登録さ

れている印影を光学画像読取装置により読み取

って磁気テープ等に記録したものに係るプリン

ターから打ち出したものを含む。以下同じ。）に

ついて市長が証明するものとし、あわせて次に掲

げる事項を記載して作成する。 

(1) 氏名（氏に変更があった者に係る住民票に

旧氏の記載がされている場合にあっては氏名

及び当該旧氏、外国人住民に係る住民票に通称

の記載がされている場合にあっては氏名及び

当該通称） 

(1) 氏名（                

                    

      外国人住民に係る住民票に通称

が記録 されている場合にあっては、氏名及び

通称  ） 

(2) （略） (2) （略） 

 (3) 男女の別 

(3) （略） (4) （略） 

(4) 外国人住民のうち非漢字圏の外国人住民が

住民票の備考欄に記載がされている氏名の片

仮名表記又はその一部を組み合わせたもので

表されている印鑑により登録を受ける場合に

あっては、当該氏名の片仮名表記 

(5) 外国人住民のうち非漢字圏の外国人住民が

住民票の備考欄に記録 されている氏名の片

仮名表記又はその一部を組み合わせたもので

表されている印鑑により登録を受ける場合に

あっては、当該氏名の片仮名表記 

２ （略） ２ （略） 

  

（印鑑登録証明の制限） （印鑑登録証明申請の不受理） 

第１５条 次の各号のいずれかに該当するとき

は、印鑑登録証明を行わない。 

第１５条 次の各号のいずれかに該当するとき

は、印鑑登録証明の申請は、受理しない。 

(1)・(2) （略） (1)・(2) （略） 

(3) 前２号に掲げる場合のほか、市長が不適当

と認めるとき。 

(3) 前各号に掲げる場合のほか、市長が不適当

と認めるとき。 

（閲覧の禁止） （閲覧の禁止） 

第１６条 印鑑登録原票その他印鑑の登録及び証

明に関する書類は、閲覧に供しない。ただし、法

令の規定に基づいて閲覧の請求がなされる場合

は、この限りでない。 

第１６条 印鑑登録原票その他印鑑の登録及び証

明に関する書類は、閲覧に供しない。 

  

附 則 

（施行期日） 

１ この条例は、令和元年１１月５日から施行する。 

（八幡浜市子ども医療費助成条例の一部改正） 

２ 八幡浜市子ども医療費助成条例（平成１７年条例第１２１号）の一部を次の

ように改正する。 

  次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で

－23－



示すように改正する。 

改正後 改正前 

  

（定義） （定義） 

第２条 この条例において「子ども」とは、出生

の日から１５歳に達する日以後の最初の３月

末日までの間にある者のうち、次の各号のいず

れにも該当するものをいう。 

第２条 この条例において「子ども」とは、出生

の日から１５歳に達する日以後の最初の３月

末日までの間にある者のうち、次の各号のいず

れにも該当するものをいう。 

(1)  （略） (1)  （略） 

(2)  本市に住所を有し、本市が備える住民基

本台帳法（昭和４２年法律第８１号）に基づ

く住民基本台帳に記載されている者、又は国

民健康保険法（昭和３３年法律第１９２号）

第１１６条の２の規定により本市の区域内

に住所を有するものとみなされた者 

(2)  本市に住所を有し、本市の   住民基

本台帳法（昭和４２年法律第８１号）に基づ

く住民基本台帳に記載されている者、又は国

民健康保険法（昭和３３年法律第１９２号）

第１１６条の２の規定により本市の区域内

に住所を有するものとみなされた者 

２～７ （略） ２～７ （略） 

  

（八幡浜市火葬場条例の一部改正） 

３ 八幡浜市火葬場条例（平成２１年条例第２１号）の一部を次のように改正す

る。 

  次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で

示すように改正する。 

改正後 改正前 

  

別表（第５条関係） 別表（第５条関係） 

八幡浜市火葬場等使用料 八幡浜市火葬場等使用料 

（略） 
 

（略） 
 

備考 備考 

１ 「市内」とは、死亡者（死産児について

は、その父又は母）が死亡時に、又は申請

者が申請時に八幡浜市が備える住民基本

台帳に記録されている場合をいう。 

１ 「市内」とは、死亡者（死産児について

は、その父又は母）が死亡時に、又は申請

者が申請時に八幡浜市の   住民基本

台帳に記録されている場合をいう。 

２～７ （略） ２～７ （略） 

  

 

提案理由 

印鑑登録証明事務処理要領の一部改正に伴い旧氏による印鑑登録を可能と

し、及び印鑑登録証明書への男女の別の記載を行わないようにする等の所要の

改正を行うため。 
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